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京都市 
令和７年度  

固定資産税・都市計画税のしおり 
課税内容をご確認ください 

 納税通知書の２枚目以降に課税明細書を添付していますので、課税内容をご確認いただけます。  
 ※口座振替を利用されている場合、納付書は同封されていません。 

※納税通知書、課税明細書の再発行はできません。 
    （各種証明書等の発行→8 ページ） 

納付書を御確認ください 

納付書を使用して納付される場合、一括納付用と各納期納付用の計５枚の納付書を同封しています。 
 

 
 
固定資産税・都市計画税とは 
 固定資産税とは 毎年１月１日現在に土地・家屋（固定資産）を所有されている方に、その資産価値に応じて納めて

いただく市税です。 
 都市計画税とは 市街化を進めることとされた地域（市街化区域）に土地・家屋を所有されている方に、固定

資産税と合わせて納めていただく市税です。 
 
 
■ 固定資産税・都市計画税の算出までの流れ 
① 価格（評価額）の決定 
 総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づき評価し、価格（評価額）を決定します。 
 価格は３年ごとに見直しを行っており、次回の見直しは令和９年度になります。 
② 課税標準額の算出 
 価格（評価額）から課税標準額を求めます。 
 原則として、価格(評価額)＝課税標準額ですが、特例措置（「住宅用地の特例措置」や「土地の負担調整措置」
等。4、5 ページ）が適用される場合は、価格より低くなります。 
③ 税額を算出 
 同一区内に所有されている土地・家屋の課税標準額の合計額に、税率を乗じて得た額がその年度の税額になり
ます。ただし、固定資産税の課税標準額の合計が土地３０万円、家屋２０万円未満の場合は課税されません。 
 
 
                 ×               ＝ 
 
 

目次 
p2・納税通知書の見方 p3・課税明細書の見方（土地・家屋） p4・住宅用地の特例措置 
p5・土地の負担調整措置・家屋の税負担に関する主な軽減措置 p6・固定資産税の非課税申告・その他の税負担

の軽減措置（減免）・届出や調査へのご協力のお願い p7・納付相談に関するお問合せ先・納付方法について・

不服申立てについて p8・各区役所・支所内臨時窓口・各種証明書等の発行・課税内容に関するお問合せ 

納税通知書・課税明細書・納付書の同封物が表された 
イラストを記載する。 

！一括納付書と各期別の納付書を利用した 
二重納付にお気をつけください。 

課税標準額の合計 
（1，000 円未満切捨て） 

 
税率 

固定資産税 1.4％
都市計画税 0.3％ 

税 額 
（100 円未満切捨て） 

【資料１】しおり



納税通知書の見方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

納税通知書の様式を使用するなど、納税通知書の見方が 

理解しやすくデザインされたページとする。 



課税明細書の見方（土地） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

課税明細書の見方（家屋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

課税明細書の様式を使用するなど、課税明細書の見方が 

理解しやすくデザインされたページとする。 
 

 

 

 

課税明細書の様式を使用するなど、課税明細書の見方が 

理解しやすくデザインされたページとする。 
 



空き家を所有するみなさまへ 
屋根・外壁の仕上材が崩落している等、居住のための管理がされておらず、今後、人の居住の用に供
される見込みがないと認められる空き家を所有している場合、住宅用地の特例措置の適用対象外とな
る場合があります。詳しくは市税事務所固定資産税担当（８ページ）にお問合せください。 

住宅の建替えの特例措置について 
既存の住宅を建替える場合には、課税の基準日である毎年１月１日に新しい住宅が完成していなくても、
一定の要件を満たせば、住宅用地の特例措置の適用が継続できる可能性があります。 
詳しくは市税事務所固定資産税担当（８ページ）にお問合せください。 

住宅用地の特例措置
 住宅用地（「専用住宅」又は「併用住宅」の敷地）には、面積によって小規模住宅用地と一般住宅用地に分けて
特例措置が適用されます。（適用対象となる土地の面積は、家屋の延べ床面積の１０倍が限度です。） 
 課税標準額の算定に当たり土地の価格（評価額）に下記「１ 特例率表」に示す特例率を乗じます。 
 ただし、併用住宅用地についてはその土地の面積に下記「２ 住宅用地率表」に示す率を乗じて得た面積が、住
宅用地として認められる面積となります。 

 

 
 
 
 
注）住宅用地の特例措置の対象外となると、固定資産税・都市計画税の税額が約４倍もの大幅な増額になる場合
があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 特例率表   

住宅用地の区分 
住宅用地 

区分の範囲 

特例率 
固定 

資産税 
都市 

計画税 

小規模 
住宅用地 

住宅１戸につき２００㎡までの部分 １／６ １／３ 

一般 
住宅用地 

小規模住宅用地以外の部分 １／３ ２／３ 

２ 住宅用地率表 

住宅区分 居住部分の割合 
住宅 

用地率 

専用住宅 全部 １．０ 

併 

用 

住 

宅 

下記以外の 
併用住宅 

１／４以上１／２未満 ０．５ 
１／２以上 １．０ 

５階以上の耐火 
建築物である 

併用住宅 

１／４以上１／２未満 ０．５ 
１／２以上３／４未満 ０．７５ 

３／４以上 １．０ 

例 敷地面積３００㎡の一戸建専用住宅の課税標準額の求め方 
令和６年度しおり「住宅用地の特例措置」のページに記載したイラストを例として、イラストを記載する。 



土地の負担調整措置 
課税標準額が、価格（評価額）に対して一定の割合になるよう、税負担を調整する措置が講じられています。 

 
 

なお、  色を付けた負担水準に該当する場合は、評価額が据置あるいは下がっても、税額が上がる場合が
あります。 

※特定生産緑地指定を受けない生産緑地は市街化区域農地に区分します。 

家屋の税負担に関する主な軽減措置 

※1 土砂災害警戒区域等の区域内において市長が行った勧告に従わないで建設された一定の新築住宅は対象となりません。 

※2 改修による評価の見直しで前年度の固定資産税額を上回る場合があります。 

区    分 
土地の負担調整措置 

負担水準 当該年度の課税標準額 

宅
地 

住宅用地 
小規模住宅用地 ①１．０以上 

②１．０未満 
 
 
Ａ 
Ｂ＋Ａ×０．０５（上限：Ａ、下限：Ａ×0.2） 一般住宅用地 

非住宅用地 ①０．７超 
②０．６以上０．７以下 
③０．６未満 

Ａ×０．７ 
Ｂ 
Ｂ＋Ａ×０．０５（上限:Ａ×0.6、下限:Ａ×0.2） 雑

種
地
等 

宅地比準土地 

その他の雑種地等 
①１．０以上 
②１．０未満 

Ａ 
Ｂ＋Ａ×０．０５（上限:Ａ 、下限:Ａ×0.2） 

農
地 

市街化区域農地 住宅用地と同じ （注）一般住宅用地と同率の特例率が適用されます。 

その他の農地 

①０．９以上 
②０．８以上０．９未満 
③０．７以上０．８未満 
④０．７未満 

Ｂ×１．０２５（上限:Ａ) 
Ｂ×１．０５ 
Ｂ×１．０７５ 
Ｂ×１．１ 

対象 主な要件 軽減される税額等 適用期間 

新築住宅 
（※1） 

・居住部分の割合が１／２以上 
・居住部分の床面積が５０㎡以上（共同貸家住宅は１

住戸当たり４０㎡以上）２８０㎡以下 
・その他の要件を満たすこと 

新築の翌年
１月 31 日
までに申告 固定資産税の 

１／２を減額 
（床面積１２０㎡まで） 

３年度 
又は 

５年度 

長期優良 
住  宅 

 上記の要件に加えて 
・認定を受けた長期優良住宅 

５年度 
又は 

７年度 
耐  震 
改修住宅 
（※1） 

・昭和５７年１月１日以前建築の住宅 
・５０万円を超える耐震改修工事 
・その他の要件を満たすこと 

工事完了後
３箇月以内

に申告 
１年度 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ 
改修住宅 
（※2） 

・建築から１０年以上を経過した貸家以外の住宅 
・６５歳以上の方等が居住 
・自己負担額５０万円を超えるバリアフリー改修工事 
・その他の要件を満たすこと 

固定資産税の 
１／３を減額 

（床面積１００㎡まで） 

省エネ 
改修住宅 
（※2） 

・平成２６年 4 月１日以前建築の貸家以外の住宅 
・自己負担額６０万円を超える省エネ改修工事 
・その他の要件を満たすこと 

固定資産税の 
１／３を減額 

（床面積１２０㎡まで） 

＝ 負担水準 



固定資産税の非課税申告 
 公共の用等に供している土地・家屋で一定の要件を満たす固定資産については、固定資産税・都市計画税
が課税されません。非課税に該当するようになった場合や非課税の要件を欠くこととなった場合は、市税事
務所固定資産税担当（８ページ）に申告書の提出が必要です。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

その他の税負担の軽減措置（減免） 
生活保護法に基づく生活扶助受給者が所有する固定資産や火災及び自然災害等により損失を受けた固定資産への

税負担の軽減措置（減免）があります。詳しくは市税事務所固定資産税担当（８ページ）にお問合せください。 

届出や調査へのご協力のお願い 
 次のような場合には市税事務所固定資産税担当（８ページ）までお届けください。 
 また、担当者が必要に応じて調査しますので、ご協力をお願いします。 
◆ 土地や家屋の利用状況に変更があった場合（住宅用地の特例措置→４ページ） 

・住宅敷地の利用状況に変更があった場合 
（住宅敷地の一部を貸し駐車場等に変更、住宅敷地の隣地を買い増しなど） 

  ・家屋を新築・増改築又は取り壊した場合 
  ・家屋の用途を変更した場合（店舗等から住宅へなど） 
  ・家屋の居住割合を変更した場合 
   （専用住宅の一部を事業用に変更、店舗等の一部を居住用に変更、併用住宅の居住部分の増減など） 

◆ 非課税の要件に該当する場合、又は非課税の要件を欠くことになった場合（固定資産税の非課税申告→６
ページ） 
◆ 住所を変更したり、納税義務者が亡くなった場合など送付先の変更等が必要な場合 
  ただし、京都市内での住所変更、京都市内から市外へ転出される場合で、住民票の手続きをされたときは、

ご連絡いただく必要はありません。 
◆ 国外に転出するため、代理で納税通知書の受取や納付を行う納税管理人の届出が必要な場合 
◆ 所有者が亡くなられたこと等により、現に所有する者（現所有者）になった場合 
  ただし、既に法務局において、不動産登記の名義変更を行われた場合は、ご申告いただく必要はありませ
ん。※令和６年４月１日から相続登記の申請が義務化されました。（相談窓口：相続・遺言相談センター
（075-585-4113）） 
固定資産税・都市計画税の制度等について、京都市のホームページでもご確認いただけます。 

事業用資産（償却資産）を所有されている方は申告が必要となります。詳細は京都市のホームページで御確認ください。 

例）土地の一部に公共用道路がある場合 
  主な要件は次のとおりです。 
  □幅員１．５ｍ以上 
  □現に一般交通の用に供している。 
  □次のいずれかに該当する。 
   ・道路の両端が非課税道路に接している。 
   ・道路の一端が非課税道路に接し、かつ、当該道路に接する家屋が２軒以上存在する。 
 
  図のように、隣接する宅地 A・B が  令和６年度のしおりの「固定資産税の非課税申告」の 
  一体となる公共用道路である場合は、ページに記載したイラストを例として、イラストを記載する。 
  A・B が非課税になります。 

京都市 固定資産税 検索 

京都市 償却資産 検索 



スマートフォン、 
タブレットの方は 
こちらから 
コードを読み取り 

スマートフォン、 
タブレットの方は 
こちらから 

納付相談に関するお問合せ先 
  納付のご相談は、市役所分庁舎１階の市税事務所納税室へお問合せください。 
   １月１日現在にお住いの住所地を所管する下記の各納税担当へお問合せください。 

担当名 担当地域 電話番号＜市外局番０７５＞  担当名 担当地域 電話番号＜市外局番０７５＞ 
納税 
第１担当 

市外 ２２２−３５１３  納税 
第４担当 

東山区 ２２２−３４５７ 
北区 ２２２−３４４１  下京区 ２２２−３４５８ 

上京区 ２２２−３４４２  南区 ２２２−３４５９ 
納税 
第２担当 

左京区 ２２２−３４４６  納税 
第５担当 

伏見区 ２２２−３４６０ 
中京区 ２２２−３４５３  伏見区深草 ２２２−３４６１ 

納税 
第３担当 

右京区 ２２２−３４５４  納税 
第６担当 

山科区 ２２２−３４６２ 
西京区 ２２２−３４５５  伏見区醍醐 ２２２−３４６３ 

 西京区洛西 ２２２−３４５６  
  ※区役所・支所では、納付相談を行えませんので、ご留意ください。 
 
納付方法について（お問合せ 市税事務所納税推進担当 TEL（075）213-5466） 

 納付場所は、納付書裏面に記載の金融機関等となります。 
◆ 便利で確実な口座振替のご利用をお勧めします。 
 口座振替のお申込みは、預(貯)金口座のある金融機関、ゆうちょ銀行直営店又は郵便局の窓口でお手続きください。
京都市市税口座振替依頼書は、京都市内の金融機関、ゆうちょ銀行直営店及び郵便局の窓口に備え付けています。 

また、京都市のホームページ(京都市情報館)でも、口座振替依頼書がダウンロードできます。ぜひ、ご利用ください。 
お申込みの際には、①納税通知書等(納税者コードの分かるもの)、②預(貯)金通帳、③金融機関届出印が必要になります。
口座振替の開始時期は、口座振替登録完了後にお送りする「お知らせハガキ」でご確認ください（２月以降のお申
込み分は、翌年度１期分の口座振替の有無にかかわらず納税通知書と共に納付書をお送りすることがあります。）。 
なお、4 月中に申し込まれた場合、第 2 期以降の納期から口座振替となります。 

◆ コンビニエンスストアで納付ができます。 
 バーコードが印刷されている納付書(納付金額３０万円まで)であれば、納付書の裏面に記載している各コンビニエン
スストアで納付ができます。（ただし、窓口でのクレジットカード払い、スマートフォン決済はできません。） 
◆ スマートフォン用決済アプリで納付ができます 
 納付書表面に QR コードやバーコードが印刷されている納付書であれば、各種スマートフォン用決済アプリで納付
手続ができます。（QR コードとバーコードではご利用いただけるアプリが異なります。）ご利用いただけるアプリ等、
詳しくは京都市のホームページで「市税の納付方法」を検索のうえ、ご確認ください。 
◆ 地方税お支払いサイトで、クレジットカード及びネットバンキングによる納付ができます。 
 eL 番号が印刷されている納付書（納付金額の上限なし）であれば、「地方税お支払サイト」から納付手続ができま

す。 
 ※クレジットカードのご利用に際し、所定の手数料が必要です。詳しくは「地方税お支払いサイト」でご確認くだ
さい。 
  「地方税お支払サイト」へのアクセス方法 

① 京都市のホームページへアクセス  ②京都市のホームページ【サイト内検索】  
   京都市情報館   検 索      地方税お支払サイト   検 索                       ※QR コードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。 

不服申立てについて 
 土地・家屋の価格（評価額）又はこれに基づく税額等に不服がある場合、市税事務所固定資産税担当（８ペー
ジ）を通じて不服申立てをすることができます。 

 

不服申立ての種類 審査機関 対象事項 申立て期間 

審査の申出 京都市固定資産 
評価審査委員会 

価格に対すること 始期：価格公示日（通常４月１日） 
終期：納税通知書が送達された日の翌日から３月以内  

審査請求 京都市長 価格以外のこと 始期：納税通知書が送達された日 
終期：納税通知書が送達された日の翌日から３月以内  

京都市 口座振替 検索 

市 税 事

務 所 の

地 図 の

イ ラ ス

ト を 記

載。 

駐車場はあ

りませんの

で、お越し

の際には、

公共交通機

関をご利用

ください。  

QR 
コード 



各区役所・支所内固定資産税臨時窓口 ！期間が短くなっていますのでご注意ください。 

日  時 ４月１日〜４月〇日 午前９時〜午後５時 土、日は閉庁日 
業  務 ・課税内容に関する問合せ及び減免申請等 
     ・固定資産課税台帳・名寄帳の閲覧 
     ・縦覧帳簿の縦覧（当該区・支所に所在する資産のみ） 
※注意 ４月〇日〜４月３０日（土日除く）の間は各区役所・支所での閲覧の取扱いはありません。 
    市税事務所固定資産税担当で取扱います。 

各種証明書等の発行 
 請求には、本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード等）、納税通知書・課税明細書をお持ちください。 

 評価（公課）証明書及び 
納税証明書の発行 

固定資産課税台帳・名寄帳の閲覧 

郵送に 
おける 
請求先 

〒６１６−８６６６ 
京都市証明郵便サービスセンター 
（住所記載不要） 

 
市税事務所固定資産税担当 

窓口に 
おける 
請求先 

市税事務所市民税第 1 担当、各区役所・支所の
市民窓口課、出張所及び証明書発行コーナー 
※不動産登記申請をする際の確認書類として、
評価証明書の代わりに課税明細書を利用できる
場合があります。詳しい手続方法は所管の法務
局・出張所へお問合せください。 

市税事務所固定資産税担当及び各区役所・支
所の市民窓口課※ 
※４月１日〜４月〇日（土日除く）は固定資
産税臨時窓口にお越しください。４月〇日〜
４月３０日（土日除く）の間は各区役所・支
所での閲覧の取扱いはありません。市税事務
所固定資産税担当で取扱います。 

！本市では、非課税の固定資産税に係る「非課税証明書」等を発行しておりません。 

課税内容に関するお問合せ お問合せの際は、同封の納税通知書をお手元にご用意ください。 
市税事務所   開庁時間  午前８時４５分〜午後５時 ※土、日、祝日及び年末年始は閉庁日 
固定資産税担当 業  務  ・固定資産税（土地・家屋）の課税に関すること 
              ・固定資産税（土地・家屋）課税台帳・名寄帳の閲覧 
              ・非課税申告、減免申請等の受付 
              ・縦覧帳簿の縦覧（全市分 期間：４/１〜４/３０） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
所 在 地  〒６０４−８１７５ 京都市中京区室町通御池南入円福寺町３３７ ビル葆光（ほうこう） 
アクセス  地下鉄「烏丸御池駅」４−１出口西へ、又は市バス・京都バス「烏丸御池、新町御池」下車 
 
 
 

担 当  土地・家屋の所在する区 電話番号＜市外局番０７５＞ フロア 

第１担当 北区・上京区・左京区 
（土地）７４６−６４３１ 
（家屋）７４６−６４３２ 

5 階 

第２担当 山科区・伏見区 
伏見区深草・伏見区醍醐 

（土地）７４６−６４３６ 
（家屋）７４６−６４３７ 

6 階 

第３担当 右京区 
西京区・西京区洛西 

（土地）７４６−６４５１ 
（家屋）７４６−６４５２ 

7 階 

第４担当 中京区・東山区・下京区・南区  
（土地）７４６−６４６２ 
（家屋）７４６−６４６３ 

8 階 

駐車場と駐輪場はありませんので、お越しの際は公共交通機関をご利用ください。 
お体の不自由な方等については、駐車スペースをご用意しておりますが、限りがありますので、
ご利用を希望される場合は、来庁される予定の担当に事前にご連絡ください。 

 
 

市税事務所の所在

地を示した地図の

イラストを記載。 

納付相談窓口はございません。

電話での取次対応となります。 

   イラスト 


